〔要　求〕

	12－（１）自治体財政の悪化により、職員の賃金削減や住民サービスの悪影響が懸念されることから、一般会計、公営企業会計、第３セクターなどを含む2017年度決算状況、財政指標（実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率）の内容について説明すること。


〔解　説〕

2007年に自治体財政健全化法が国会で成立し、各自治体では毎年度、以下の「財政健全化判断比率」を、監査委員の審査に附したうえで議会に報告し、公表することになりました。

①　財政健全化判断比率のうち、ア～エの指標がひとつでも基準を超えた場合、早期健全化団体又は財政再生団体となる。

ア　実質赤字比率

　　　　一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率

基　準　

	自治体規模
	早期健全化基準
	財政再生基準

	都道府県
	3.75％
	５％

	市町村・特別区
	11.25％～15％
	20％


　イ　連結実質赤字比率

　　　　全会計を対象とした実質赤字（又は資金不足額）の標準財政規模に対する比率

基　準
	自治体規模
	早期健全化基準
	財政再生基準

	都道府県
	8.75％
	15％

	市町村・特別区
	16.25％～20％
	30％


　ウ　実質公債費比率（３ヶ年平均）

基　準
	早期健全化基準
	財政再生基準

	25％
	35％


　エ　将来負担比率

基　準
	自治体規模
	早期健全化基準
	財政再生基準

	都道府県
政令指定都市
	400％
	

	市町村・特別区
	350％
	


②　公営企業を経営する地方公共団体は、毎年度公営企業ごとに「資金不足比率」を監査委員の審査に附した上で、議会に報告し公表する。これが、「経営健全化基準」以上の場合は「経営が悪化した要因」の分析結果を踏まえ経営健全化計画を定めなければならない。

ア　公営企業の資金不足比率

　　　　公営企業ごとの資金不足額の事業規模に対する比率

　　基　準

	経営健全化基準
	20％


③　第３セクターについては、出資比率が50％以上又は、出資割合が50％未満の場合は実質的に主導的な立場を有している場合、連結実質赤字比率の対象になる。

以上、労働組合として財政状況をしっかり把握し、財政が悪化している場合は、その原因を追求する必要があります。

〔要　求〕
	12
（２）2018年度地方交付税算定を含む一般財源の見通しを明らかにし、2019年度予算編成にあたり非正規職員の賃金改善分を含めた総人件費の確保や社会保障にかかる人的サービスの維持・向上にむけ予算を確保すること。また、労働条件の変更については、計画段階から事前協議を行うこと。
（３）一般財源の確保が着実に実行されるよう地方三団体などを通じ、政府に要求すること。


〔解　説〕

（１）「経済財政運営と改革の基本方針2018」（骨太の方針2018）において、2019年度以降の一般財源総額は「2018年度地方財政計画の水準を下回らないよう実質的に同水準を確保する」とされました。　

しかし、2019年10月には地方消費税を含む消費税が増税される予定のため、2018年度と同水準となった場合、地方消費税の増収分にともなって地方交付税は減額されることとなります。
また、基礎的財政収支（プライマリーバランス）の黒字化目標は2020年度から2025年度に先送りされ、社会保障は「歳出改革の重点分野」と位置づけられ「社会保障給付の増加の抑制」を強調しています。このため、「公的サービスの産業化」を進めるため、歳出効率化の「見える化」や行革努力に応じた地方交付税の配分強化など地方財政への圧力が今後さらに強まることが危惧されます。「トップランナー方式」をはじめ、「統一的な様式での公表による容易な比較検討と一覧化」など、各自治体のおかれた地域的実情を無視し、一律の数値目標管理による民間委託の強引な推進や交付税算定を利用した政策誘導は地方分権・地方自治を否定するものです。

（２）また、財務省は、自治体の基金積立残高の増加を理由に「地方財政に余裕がある」として、これを地方財政計画に反映させ、交付税削減を狙っています。自治体単組は、自らの自治体財政を客観的に分析・検証し、首長や議会の動きも含め厳しくチェックすることが必要です。地方財政への削減圧力に抗して、地域から社会保障予算の充実や地方財政の重要性を訴えるため、この間道本部としては北海道、北海道市長会、北海道町村会に対し、各地方本部でも各地区町村会に対して要請行動を実施してきました。また、各単組としても自治体首長に対する「地方の一般財源総額確保に向けた国への働きかけに関する要請書」の提出や2019年度の地方財政計画、地方交付税総額確保にむけて、地方自治法99条に基づく意見書の議会採択の取り組みを展開してきましたが、しっかりと予算編成段階から労働組合として関わり、安易な合理化提案をさせない取り組みが重要ですし、自治労として地方三団体を通じて財源確保の取り組みをすることはもちろんですが、並行して各首長が財源の確保にむけて市長会・町村会のなかで意見反映することも必要となります。
－166－

